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これまで実施した調査のまとめ

調査 内容 結果 問題点

①日設連
アンケート
（昨年11
月）

※日設連：日本
冷凍空調設備工
業連合会

・日設連会員企業に対し
て、アンケート（機器規
模別の回収量分布、回
収作業の阻害要因、近
年の傾向）を実施。
（会員企業3,200社のうち、
700社から規模別台数の回
答あり。）

・回答者の相当割合は、全国
平均に比して、中大型機器
を多く取り扱い、回収量も多
かった。

・（1）機器の大中小が適切に回

答者に伝わっていなかった、
（2）調査対象が中・大型機器を

多く取り扱う企業に偏っていた
ことから、日設連加盟事業者
への調査のみでは、充填回収
業者全体を推計できないデー
タとなることが明らかとなった。

②回収台
数上位
100社実
績調査
（昨年12

月～今年
1月）

・回収台数の多い10都

道府県それぞれのうち、
回収台数の多い上位10
社（計100社）の実績を
照会。100社の主な業

態・フロン回収の方法を
聴取。

・回答者には、回収台数が全
国平均に比べ相当多い事
業者が含まれていた。

・そうした事業者の一部は、
特定の小型機器を専業に
回収する事業者であったり、
日設連には参加していない
産廃処分業者等であるとい
う特徴があった。

・回答者は小型機器を多く取り
扱っており、回収量の少ない
者が中心であったことから、上
記と同様、台数ベースで上位
事業者を取ると、充填回収業
者全体を推計できないデータと
なることが明らかとなった。
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• 昨年9/12以降に、定量的に要因分析を行うため、環境省が主体となり、以下の調査を実施。

• しかしながら、いずれの調査でも、調査対象に偏りがあることなどの問題点が判明し、充填回収
業者全体を推計できるデータを得ることが出来なかった。
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フロン法に基づく法定報告からの分析

調査 調査内容 結果 課題

経年データ分
析
（昨年10月）

・フロン法に基づく充塡
回収量報告の集計結
果の経年データを冷
媒種別に分析。

・回収率、乖離ともに冷媒種によ
り傾向に違いがある。
・HFC機器で大きな乖離がある。

・どのような要因で傾向の差が生
じるのかは不明。

区分集計
（昨年10～11
月）

・都道府県から提供さ
れた充塡回収量報告
の詳細結果を冷媒
種・機種別に分析
（H27・H28のみ）。

・回収率、乖離ともに冷媒種・機
種により傾向に違いがある。
・HFC冷凍冷蔵機器で大きな乖離
がある。

・どのような要因で傾向の差が生
じるのかは不明。
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日設連アンケート調査結果：全国の回収台数・回収量に対するカバー率

・日設連アンケート結果の回答結果では、全国の実績に占める割合（カバー率）では、回収量のカ
バー率に比べて、回収台数のカバー率が低い。
・とりわけ、冷凍冷蔵機器について、その傾向が顕著である。
















